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ごあいさつ

イーバンク銀行は、2001年7月23日に開業した、わが国で最も新しいインターネット専業

銀行です。当社は、電子決済に軸足を置いた業務展開により、既存の銀行とは異なる、21

世紀に相応しい、新しい銀行のビジネスモデルの確立に取り組んでいます。開業以来、こ

うした理念や当社のユニークなサービスにご賛同頂き、多くの個人・法人のお客様にイー

バンク口座をご利用頂いています。2005年3月にはインターネット専業銀行最速で100万口

座（解約を除く累計口座開設承認数）を達成いたしました。

電子商取引市場の急拡大や、商品サービスの提供方法の多様化に伴い、安全で利便性が

高く、安価な決済手段が広く求められています。当社はこのような決済ニーズに対応して、

これまでも「最も先進的かつ個性的なIT時代の決済インフラを提供する、世界的に認知さ

れる企業となる」とのビジョンを示し、メールアドレスを利用した画期的な送金手段（メル

マネ）や、PCや携帯電話を通じた簡便かつ安価な資金決済サービスを提供してまいりまし

た。またインターネット専業銀行として、セキュリティに関しては特段の配慮を加えておりま

す。今後もお客様の更なる決済ニーズに対し、最先端のIT技術を駆使し、「セキュリティに

優れた快適な決済インフラ」を提供することにより、イーバンクブランドを確立し、更なる

認知度の向上に努めていきたいと考えています。

また、これまでの銀行にはなかった革新的なサービスを普及させるためには、安定的な

業績が重要と認識しております。こういった考えに基づき、適切なALM（資産負債総合管

理）・リスク管理体制のもと、証券化商品を中心とした優位性のある投資業務と効率的な預

金調達業務にも積極的に取り組み、安定的収益源の確立を進めてまいります。

これからも、一層のご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

2005年7月

代表取締役社長　松尾　泰一
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経営理念

当社は以下の「３つのe＋CS」を経営理念としております。

「３つのe＋CS」とは、excellence（＝業務･サービスとしての「優位性」を常に追求すること）、

efficiency（＝業務･サービスの効率性を常に追求すること）、entertainment（＝お客様への

「楽しさ」の提供を常に追求すること）、customer satisfaction(＝お客様に満足いただける

サービスを追求すること)、を表しています。
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当社の概要

■ 概　　要

■ 大株主一覧

1. 名　　称 イーバンク銀行株式会社（英名：eBANK Corporation）

2. 本店所在地 東京都千代田区内幸町1-1-7 大和生命ビル（営業所は本店のみ1店）

3. 設　　立 2000年1月14日

4. 開　　業 2001年7月23日

5. 資 本 金 285億5,044万円

株　主　名 所有株式数 議決権比率

松尾　泰一 44千株 8.08 ％

GMOインターネット株式会社 30千株 5.56 ％

住友商事株式会社 30千株 5.56 %

株式会社インボイス 25千株 4.50 %

株式会社インデックス 24千株 4.45 %

有限会社マージャー･キャピタル 24千株 4.45 %

馬場　和明 20千株 3.67 %

Turquoise International Finance Limited 18千株 3.35 %

大和生命保険株式会社 16千株 3.03 %

Sino-JP Fund Co., Ltd. 11千株 2.09 %

（注）議決権比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。
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組織図
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役員･従業員の状況

■ 役員一覧

■ 従業員の状況
92名

取締役会長 

代表取締役社長

代表取締役副社長

取　締　役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

常勤監査役

監　査　役

監　査　役

監　査　役

リスク管理担当

公開準備担当兼国際業務室長

CS本部長

ゼネラル･エンタープライズ･マネージメント･サービシーズ
（香港）社 エグゼクティヴ･ディレクター

九州電力（株）事業開発本部部長

大和生命保険（株）取締役相談役

アップフロント･テクノロジー･リミテッド
チーフ･プランニング･オフィサー

 

専修大学 経済学部 教授

三井住友海上火災保険（株）
専務取締役専務執行役員

東セロ（株）監査役

地　位 氏　名 担当又は主な職業



・8・

イーバンク銀行グループの概要

当社グループは、当社、連結子会社1社及び持分法適用会社1社から構成され、銀行業務

を中心に、情報サービス業、金融附帯業などのサービスの提供を行っております。

当社グループの概要は以下のとおりです。

■ 連結子会社
名称 イーバンクシステム株式会社

設立 2004年10月22日

所在地 東京都港区新橋2-7-4 CJビル11F

主な事業内容 情報サービス業

資本金 1億円

当社議決権比率 100%

■ 持分法適用会社
名称 栄光債権回収株式会社

設立 2000年1月7日

所在地 神奈川県横浜市西区浜松町2-5

主な事業内容 金融附帯業

資本金 10億円

当社議決権比率 33.5%
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当期における業務上の大きなトピックといたしましては、第一に、他行振込手数料及びメー

ル送金サービスの「メルマネ」受取手数料の引き下げが挙げられます。これにより、これまで

以上に手軽にイーバンク口座をご利用いただけるようにいたしました。

第二には、「イーバンクキャッシュカード」を導入いたしました。これにより、より多くのお客様

にキャッシュカード機能をご利用いただくことが可能となりました。また、ATM入金手数料につい

ては、利用回数に制限なく無料とするなど、お客様にとって使いやすい料金体系といたしました。

第三に、セキュリティ対策を拡充いたしました。不正なりすましサイトによる「フィッシング」

対策のための「クイックログイン」サービスやキーワードによるサイト確認機能をリリースいた

しました。また、キャッシュカードの「スキミング」対策のためにパソコンや携帯電話の操作で

ATM出金時間帯等を制限する「キャッシュカード出金のロック機能」をリリースいたしました。

第四に、2004年10月にイーバンクシステム株式会社を設立いたしました。同社は当社シス

テム開発部門を引き継ぎ、開発環境を整備して外部から幅広く人材を受け入れ、これまでの

実績をもとにさらに新しい技術で最先端の次世代システム開発を推進していくこととしており

ます。また、これを機にオープン系のシステム開発ノウハウを他企業へ提供することで、新た

な事業機会の創出を行ってまいります。

最後に、インターネット専業銀行として最速で、口座数（解約件数を除く累計口座開設承認

数）が100万口座を突破しました。
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（注）上記「口座数」は個人及び法人の口座開設承認数の累計ベースで算出（解約件数を除く）

決算の状況（連結）

営業の概況
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これら新サービスのリリースに加え、銀行として初めておサイフケータイやEdyカードへの

チャージ（入金）を可能にするサービスをリリースするなど、お客様にとって使い勝手が良く、

インターネットの特性を活かした先進的で利便性の高いサービスの開発を進めてまいりまし

た。これらの取組に対して、ヤフー・インターネット・ガイドが主催するWeb of the Yearでは3

年連続で金融機関としてイーバンクが第1位を獲得するなど、多くの調査結果で高い評価を

いただきました。

以上の施策の結果、当期の業績は以下の通りとなりました。なお、当連結会計年度より連

結財務諸表を作成しておりますので、前連結会計年度との比較記載は行っておりません。

預金は、口座数の順調な進捗に加え、2003年3月よりスタートし、2004年8月より導入した

7年ものの定期預金（金利1.05％･税込）を含めた定期預金が残高の増加に寄与し、当期末残

高が2,644億14百万円となりました。預け金残高は、資産運用方針に従って流動性・安全性

に留意した結果、1,277億96百万円の当期末残高となりました。また前期に引き続き投資運

用業務を本格化した結果、有価証券は146億78百万円、買入金銭債権は216億32百万円、金

銭の信託は1,209億27百万円の当期末残高となりました。その他資産は、システム開発に伴

うソフトウェア残高の増加、キャッシュカード発行による未決済勘定の増加等を主要因として、

73億80百万円となりました。なお、総資産残高は2,929億27百万円となっております。 資本

金は、第三者割当増資により資金を調達したことから、285億50百万円となりました。資本剰

余金は、第三者割当増資及びワラント権の実行により、78億6百万円となりました。利益剰余
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金につきましては、当期純損失5億48百万円の影響により、△125億7百万円となりました。

なお、資本の部合計につきましては、240億11百万円となりました。

経常収益は従来の決済業務収益に加え、クレジットカード発行に係る受取手数料、投資事業

による収入、ファイナンシャル・アドバイザリー手数料等によって大幅に増収し、69億11百万円

となっております。一方、経常費用は、決済業務費用、資金調達費用、営業経費の増加が主要

因となり、74億22百万円となりました。その結果、経常損失は5億10百万円となりました。
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■トピックス
● 2004年
＜4月＞

・送金結果を約1秒で自動通知「リアルタイム送金・自動引落」を開始

＜5月＞

・ファームバンキングサービス「WEB-FB」の機能を大幅拡大

＜7月＞

・他行振込手数料を250円から160円に値下げ

＜8月＞

・イーバンクカードのATM入金手数料を利用回数・金額に関係なく無料に

・金利1.05％（7年）の定期預金を提供（2005年1月10日 AM 2:00受付終了）

・携帯電話から簡単にログインできる「クイックログイン」サービスを開始

＜9月＞

・メール送金サービス「メルマネ」の送金・受取手数料を100円に値下げ、12月12日ま

で手数料無料キャンペーンを実施

・全国の郵便局やセブンーイレブン等にあるアイワイバンク銀行のATMを24時間利用

できる「イーバンクキャッシュカード」を発行

・ロシア小学校占拠事件の被害者義援金受付口座を開設、募金総件数2,353件、義援金

総額は2,850,549円に

＜10月＞

・「赤い羽根募金」へのネット募金受付開始

・システム会社「イーバンクシステム株式会社」を設立

・モバイルサービスにおいてインデックス社と業務提携

・新潟県中越地震の被災者義援金受付口座を開設、募金総件数16,019件、義援金総額

が37,010,672円に

※手数料および金利はすべて税込



・13・

＜12月＞

・リアラス社、セプテーニ社と共同で割引クーポン付きショッピングメールマガジン

「クーポンメール」を開始

・事業を営む個人顧客向けに「個人ビジネス口座」の取扱を開始

・即時送金可能な「リアルタイムメルマネ」を開始

・スマトラ島沖地震の被災者義援金受付口座を開設、募金総件数5,296件、義援金総

額14,758,112円に

● 2005年
＜1月＞

・銀行として初めて電子マネー「Edy」（エディ）のチャージが可能に

・アリコジャパンと医療・ガン保険「オンライン契約」で提携

＜2月＞

・競艇のインターネット投票入出金サービスを開始

・スキミング対策に有効な「ATMロック機能」を開始

＜3月＞

・インデックス、ミュージックセキュリティーズと共同で、オンラインで投資できる

「音楽ファンドサービス」を開始

・ネット専業銀行として最速のペースで100万口座を突破

・福岡県西方沖地震の被災者義援金受付口座を開設、募金総件数741件、義援金総額

1,240,960円に

・松井証券と業務提携

・香港のNew World TMT Limited と資本提携
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■調査・アンケート結果

日経BPコンサルティング「ブランドジャパン2004」（2004年4月）

・コンシューマー市場（BtoC）で

・前年調査結果と比べた総合力上昇ランキング

・イノベーティブ（革新）上昇ランキング

日経BPコンサルティング「Webブランド調査」（2004年8月）

・総合ランキング

・金融業種内ランキング

リサーチプラス（アイブリッジ社）「インターネットバンキング調査」（2004年10月）

・現在利用しているインターネットバンキング

ヤフー・インターネット・ガイド「Web of the Year 2004」（2004年12月）

・マネー部門

・全15部門

マイボイスコム「インターネットバンキングの利用調査」（2005年1月）

・現在利用しているインターネットバンキング

ゴメス「オンライン専業銀行・支店ランキング」（2005年2月）

・総合得点

日経BPコンサルティング「Webブランド調査2005-Ⅱ」（2005年2月）

・サイトブランド指数の上昇ランキング

インフォプラント「iモードユーザーに対するネット専業銀行調査」（2005年3月）

・現在口座を開設しているネット専業銀行 1位（57％）

11位（全800サイト中）

2位

1位（76％）

2位（全376サイト中）

1位（全23サイト中）28,381票

1位（39.8％）

1位（全76サイト中）

70位（全800サイト中）

10位

12位

264位（全1,000ブランド中）
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業務の内容

■ 決済･送金業務
決済に軸足を置いたインターネット銀行ならではの、利便性の高い様々な決済･送金サー

ビスをご利用頂けます。例えば、メールアドレスと名前だけで送金が行える「メルマネ」は、

これまでの常識を覆す画期的な送金手段であり、特に口座番号やカード番号のやりとりに

不安のあるWeb上での取引に最適です。また、イーバンクの口座間であれば、常時、無料

で資金移動が可能で、受取側の口座に瞬時に入金されます。一方、Web上でのデータ交換

を通じ、簡単かつ機動的に大量の取引依頼が可能な「Web-FB」も、法人のお客様にご好評

を頂いております。さらに、銀行として初めておサイフケータイやEdｙカードへのチャージ

（入金）を可能にするサービスをリリースするなど、お客様にとって使い勝手が良く、インタ

ーネットの特性を活かした先進的で利便性の高いサービスを提供しております。

加えて、インターネット上でのセキュリティ対策にも十分配慮しており、SSL128ビットの

暗号化技術はもとより、予め登録したIPアドレス以外からの取引を制限する｢IP制限サービ

ス｣や、キャッシュカードの「スキミング」対策のためにパソコンや携帯電話の操作でATM出

金時間帯等を制限する「キャッシュカード出金のロック機能」を提供するとともに、インター

ネット上での不慮の事故に対応するeBANKセキュリティ保険の導入により、お客様が安心

してご利用頂ける環境の提供に努めています。

■ 運用･調達業務
個人のお客様には普通預金と定期預金を、法人のお客様には普通預金を、それぞれご利

用頂けます。特に定期預金につきましてはWeb上で簡単に設定できる利便性や、他行比優

位性のある金利水準により、多くのお客様にご利用頂いております。また、お客様からお預

かりしたご預金については、流動性に留意した資産配分や、証券化商品を中心とする効率

的な投資業務を通じて、安全かつ収益性の高い運用を行っています。

■ 提携関連業務
クレジットカードとキャッシュカードの一体型カードである｢イーバンクカードニコス｣は、入

会金・年会費無料で気軽にお申込、ご利用頂けるほか、アイワイバンク銀行及び郵貯ATMで

の手数料優遇を受けることも出来るため、発行枚数が急激に増加しております。また、当社

サイト上に提携企業との共同プロモーションサイトを設置する、｢ブランチ･プログラム｣では、

当該サイトを通じてイーバンク口座をお申込頂いたお客様に対して、ユニークな各種特典を

ご用意しております。また、投資業務への対応と並行して、証券化案件のアレンジメント業務

を始めとした「ファイナンシャル・アドバイザリー業務」の取組を行っています。加えて、社債

管理業務や株式払込業務についても、事務管理体制を整え行っております。

こうした決済に附帯する業務を展開し、収益面を強化してまいります。



・16・

業務運営の状況

■リスク管理体制
当社は、決済業務を中心とした業務展開を行うインターネット専業銀行としてのリスク

の特性を踏まえ、実効性の高いリスク管理体制を構築しております。具体的には、リスク

の源泉･運営方針･管理方針等を定めた｢リスク管理基本ポリシー｣を取締役会において制定

し、この基本規程のもと、さらに各種のリスクについて各々独立した管理規程を制定、各

部署はこれらの規程にしたがって業務を遂行しております。

当社では、リスク管理担当役員の統監の下、リスク管理統括部署であるリスク管理部を

中心とした総合的なリスク管理体制を執っており、当社の総体的なリスクを「リスク管理

レポート」としてまとめ、リスク管理委員会に月次報告を行っています。一方、障害･災

害を始めとする多様な原因を想定した非常事態への対応方針に関して、各種のコンティン

ジェンシープランにおいてその詳細を規定し、不測の状況下においても銀行としての公共

的使命を全うすべく、万全を期しております。また当社では、直近自己資本金額を当社が

保有する各種のリスクに賦課した上で、リスク量が常時その範囲内に収まるよう管理を行

う｢キャピタル･アロケーション｣の手法を導入しており、これは、リスクの過剰保有を未

然に防止する重要な仕組みの一つとして機能しております。

＜信用リスクの管理体制＞

信用リスクに関する運営・管理方針は｢信用リスク管理ポリシー｣に規定し、これを遵守

しております。当社の信用リスクの源泉は、役務取引等によって発生する営業債権等と、

資金運用業務によって発生する運用資産となっており、それぞれについて、金額に応じた

信用供与の決定方法、ロスカットルール、モニタリングの方法及びサイクルを、｢信用リ

スク管理ポリシー｣に規定しております。

なお、運用資産のうち収益資産(アセットバック型資産)については、与信に関するBIS

規制の考え方及び与信集中排除等も考慮した詳細なルールを規定しており、当該ルールの

遵守状況等については、月次で開催されるリスク管理委員会、さらに四半期毎に取締役会

に定例報告を行っております。

加えて、自己査定規程を制定し、決算時にはこれにしたがった厳格な自己査定、償却引

当を実施しております。

＜市場リスクの管理体制＞

市場リスクに関する運営・管理方針は「市場リスク管理ポリシー」に規定し、これを遵

守しております。当社の市場リスクの源泉は、国債･地方債･政府保証債･社債･株式･運用

資産に付随する為替･その他市場性のある資産となっており、それぞれにおいて、ロスカ
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ットルール、モニタリングの方法及びサイクルを、｢市場リスク管理ポリシー｣に規定して

おります。

また、国債･地方債･政府保証債･社債については日次、株式･運用資産に付随する為替･

その他市場性のある資産については月次で、それぞれ期間損益･デュレーション･10bpv･

VaR等を測定し、経営宛の報告を実施しております。なお、これらの運用資産については、

平均デュレーションが預金調達のそれを上回らないことを基本とし、金利変動による収益

への影響を限定することとしております。さらに当社では、市場性のある資産について、

前述の｢キャピタル･アロケーション｣手法に基づき、当該リスクにおける予想最大損失額

が、アセットクラス毎に細分賦課された直近自己資本金額の範囲内に収まるようリスク管

理を行っており、また、この遵守状況等についても前項同様に、リスク管理委員会及び取

締役会において定例報告を行っております。なお、決算時には自己査定規程に基づき、厳

格な自己査定、償却引当を実施しております。

＜流動性リスクの管理体制＞

流動性リスクに関する運営・管理方針は「資金流動性･決済リスク管理ポリシー」に規

定し、これを遵守しております。当社では、調達残高に対する流動性準備率のモニタリン

グを行う「静態的管理」と、日々の定期預金中途解約率･対外出金額･ATM出金額等の流

動性指標をモニタリングする「動態的管理」の二種類の管理手法を併用しておりますが、

極めて厳格なルール設定のもと、多面的アラートを実現し、流動性リスク管理を万全なも

のとしております。なお、これらの管理手法と直結する形で、平常時･懸念時･危機時に分

けた流動性リスク運営モードを設定しており、各運営モードに応じて｢資金流動性リスク

コンティンジェンシープラン｣に沿った確実な対応を行う態勢となっており、流動性の十

分な確保や風評リスクの制御等に向けた具体的な行動計画が明確に規定されております。

＜事務リスクの管理体制＞

当社では「リスク管理基本ポリシー」等にのっとり、有人店舗を持たずインターネット

による非対面取引を専門に行う銀行としての特殊性を認識した事務リスクの管理体制を構

築しております。具体的には、事務の取扱や権限を規定したプロシージャーやマニュアル

の制定、人為的ミスを極力排除し、効率的な事務処理を実現するためのシステム化等によ

り、適正な人員で事務リスクを最小化するよう努めております。特に口座開設時の本人確

認や口座開設後の疑わしい取引の抽出や名寄せチェックについては、独自のプロシージャ

ー・マニュアルを制定し、不正取引等の防止に組織的に対応できるような態勢を構築して

おります。また、各部署で実施する自主点検や、内部監査室による内部監査により、事務

リスクの削減とともに、事務の改善、レベル向上を図っております。
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＜情報セキュリティリスクの管理体制＞

情報セキュリティリスクに関する運営・管理方針を「情報セキュリティリスク管理規程」

に、情報セキュリティリスクを統括する責任者をリスク管理担当役員として定め、各種関

連規程を整備しております。また、社内にある情報を重要度に応じて区分し、区分レベル

に合った管理を行う等、これらの規程を運用し、遵守状況の確認を行っております。

＜システムリスクの管理体制＞

当社は、業務運営の大半をシステムに依存していることから当社のリスクの根幹との認

識のもと、システムリスクの管理体制を構築しております。具体的には、システムに関す

る規程として「情報システムリスク管理規程」を定め、これに基づき全社的なシステムの

開発、管理・運用を厳格に実施しております。また、災害・障害時に備えてネットワー

ク・ハード機器の二重化や、顧客データの隔地保管等を実施している他、災害対策センタ

ーからプライマリーセンターへのデータの復元を迅速に行える設計としており、より信頼

性の高い安全な運用を実現しております。さらに、顧客財産の保全を第一とし、業務の継

続を図り、中断の範囲や期間を極小化し、迅速かつ効率的に業務の再開を行うために、詳

細な「コンティンジェンシープラン」を定めており、お客様が安心してお取引を行って頂

ける体制としております。

また、インターネットにかかわるリスクについては、全銀協発出の｢インターネットバ

ンキングにおいて留意すべき事項｣及び金融庁発出の｢金融検査マニュアル システムリス

ク管理態勢の確認検査用チェックリスト｣に基づいた対策を行っており、加えて、当行シ

ステムへの不正侵入については、ファイアーウォ－ルの設置による防止やネットワークや

システムへの24時間365日にわたる常時監視、また別途セキュリティ対策ソフトウエアの

導入等により、不測の事態への備えを行っております。

＜レピュテーショナルリスクの管理体制＞

当社は、インターネット専業銀行という特性を踏まえ、風評リスクの管理にも特段の留

意をしております。すなわちレピュテーショナルリスクの管理については、「レピュテー

ショナルリスク・コンティンジェンシープラン」を作成し、担当部署が平時よりインター

ネット上の風評・風説の存否を確認し、一定要件に該当した場合には、各部署が迅速に適

切な対応を取れるように体制を整えています。
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■ コンプライアンス体制
当社は、銀行の公共的使命を全うするためには、高度な倫理観をもって業務を遂行する

とともに、経営の健全性を高め、社会の信用・信頼を確保することが何よりも重要な課題で

あると認識しております。

このため、法令・諸規則を遵守することはもとより社会的規範をも遵守し、確固たる倫

理観に基づいた公正な行動を取ることを役職員に徹底しております。

具体的な取組としては、主に以下を行っております。

・取締役会において年度計画のコンプライアンス・プログラムを策定し、定期的に進捗状

況を確認し、見直しを行っております。

・コンプライアンス推進部のもと、社内各部署にコンプライアンス担当者を配置し、日常業

務におけるコンプライアンス意識の浸透を図るとともに、モニタリングを実施し月例の担

当者会議で報告、情報交換を行う体制を構築しております。

・倫理規程、コンプライアンス・ポリシー、コンプライアンス・マニュアル等を策定し、必

要に応じて見直すとともに、研修を実施し社内教育に努めております。

・各種の業務案件推進につきましては、コンプライアンス担当者およびコンプライアンス・

オフィサーによるコンプライアンス・チェックの体制を整備しております。
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■ 主要な経営指標

経常収益

経常損失

当期純損失

資本金

発行済株式の総数

純資産額

総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

連結自己資本比率（国内基準）

配当性向

従業員数（期末現在）

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

 ＿

＿

＿

＿

＿

6,911

510

548

28,550

554千株

24,011

292,927

264,414

 600

14,678

15.47％

＿

92人

（単位：百万円）

（2003年度） （2004年度）

（注）連結自己資本比率（国内基準）は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。



・21・

■ 連結貸借対照表

資産の部 負債の部

127,799

21,632

 120,927

14,678

600

7,380

339

△ 430

292,927

＿

＿

 ＿

＿

＿

＿

＿

＿

現金預け金

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

貸出金

その他資産

動産不動産

貸倒引当金

資産の部合計

（単位：百万円）
2003年度 2004年度

（2004年3月31日現在） （2005年3月31日現在）

264,414

4,298

 50

152

268,915

＿

 28,550

7,806

 △ 12,507

 222

 △ 61

 24,011

292,927

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

預金

その他負債

賞与引当金

繰延税金負債

負債の部合計

少数株主持分

少数株主持分

資本の部

資本金

資本剰余金

利益剰余金

株式等評価差額金

自己株式

資本の部合計

負債、少数株主持分
及び資本の部合計

2003年度 2004年度
（2004年3月31日現在） （2005年3月31日現在）
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（注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株

式及び関連法人等株式については移動平均法による原価

法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決

算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として

移動平均法により算定）、時価のないものについては移

動平均法による原価法により行っております。なお、そ

の他有価証券の評価差額については、全部資本直入法に

より処理しております。

3. その他保有目的の金銭の信託において信託財産を構成し

ている有価証券の評価は、上記2.と同じ方法により行っ

ております。運用目的の金銭の信託において信託財産と

して運用されている有価証券の評価は、時価法により行

っております。

4. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

5. 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物（建物附

属設備を除く。）については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　50年

動産　3年～20年

6. 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。

7. 新株発行費は支出時に全額費用として処理しております。

8. 外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算

額を付しております。

9. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則

り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の

検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する

実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員

会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債

権に相当する債権については、一定の種類毎に分類

し、合理的に算出した予想損失率等に基づき引き当

てております。破綻懸念先債権に相当する債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と

認める額を引き当てております。破綻先債権及び実

質破綻先債権に相当する債権については、債権額か

ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業

関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実

施しており、その査定結果により上記の引当を行って

おります。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるた

め、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に

帰属する額を計上しております。

10. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

11. ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建有価証券

（3）ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的

で為替予約取引を行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

てヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎に判断しております。

（5）その他リスク管理の方法のうちヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規定に基づき取引を行

っております。

12. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税

等は当期の費用に計上しております。

13. 動産不動産の減価償却累計額　 118百万円

14. 連結貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算

機等の一部については、リース契約により使用しており

ます。

15. 従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿

名組合のうち投資事業有限責任組合に類するものの出資

持分は、「その他の資産」に含めて表示しておりましたが、

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年9月9日

法律第97号）により当該出資持分が証券取引法上の有価

証券と定義されたことに伴い、当期から「その他の証券」

に含めて表示しております。
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経常収益 
 資金運用収益
  貸出金利息
  有価証券利息配当金
  預け金利息
  その他の受入利息
 役務取引等収益
 その他業務収益
 その他経常収益
経常費用
 資金調達費用
  預金利息
 役務取引等費用
 その他業務費用
 営業経費
 その他経常費用
  貸倒引当金繰入額
  その他の経常費用
経常損失
特別損失
 ソフトウェア除却損
税金等調整前当期純損失
法人税、住民税及び事業税
当期純損失

  ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿
 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

  ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

  6,911
 769
 31
 22
 1
 713
 1,193
 39
 4,908
  7,422
 1,269
 1,269
 660
 20
 4,719
 752
 298
 454
  510
  28
 28
  539
  9
  548

（単位：百万円）
2003年度 2004年度

（2003年4月1日～2004年3月31日） （2004年4月1日～2005年3月31日）

（注）1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 1株当たりの当期純損失　　1,075円06銭

■ 連結損益計算書
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（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高

資本剰余金増加高

 増資による新株の発行

資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高

利益剰余金減少高

 当期純損失

利益剰余金期末残高

  

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

 

 ＿

 ＿

 ＿

 ＿

  

320

7,486

7,486

7,806

△ 11,958

548

548

△ 12,507

（単位：百万円）
2003年度 2004年度

（2003年4月1日～2004年3月31日） （2004年4月1日～2005年3月31日）

■ 連結剰余金計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 銀行法に基づくリスク管理債権

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

破綻先債権額

延滞債権額

3ヶ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

（単位：百万円）

（2003年度） （2004年度）

■ 金融再生法に基づく資産査定

―

―

―

―

―

―

―

―

600

600

破綻更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

（単位：百万円）

（2003年度） （2004年度）

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。
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■セグメント情報
＜１．事業の種類別セグメント情報＞

2004年度（2004年4月1日～2005年3月31日）

当社グループは、銀行業以外に情報サービス業も営んでおりますが、当該事業

の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は

記載を省略しております。

2003年度（2003年4月1日～2004年3月31日）

2004年度より、連結財務諸表を作成しておりますので記載しておりません。

＜２．所在地別セグメント情報＞

2004年度（2004年4月1日～2005年3月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地

別セグメント情報は記載しておりません。

2003年度（2003年4月1日～2004年3月31日）

2004年度より、連結財務諸表を作成しておりますので記載しておりません。

＜３．国際業務経常収益＞

2004年度（2004年4月1日～2005年3月31日）

該当事項はありません。

2003年度（2003年4月1日～2004年3月31日）

2004年度より、連結財務諸表を作成しておりますので記載しておりません。
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■ 連結自己資本比率

基本的項目  （Ａ）

補完的項目
 一般貸倒引当金 

 　うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目
 他の金融機関の資本調達手段の （Ｃ）

 意図的な保有相当額

自己資本額 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ） （Ｄ）

 資産（オン・バランス）項目 

リスク・アセット等 オフ・バランス項目 

 計 （Ｅ）

自己資本比率（国内基準） = 
（Ｄ） 

×  100

    
（Ｅ）

―

―

 　―

＿

―

 ―

―

―

―

23,789

430

 　430

＿

24,219

 156,503

46

156,550

15.47％

（単位：百万円）

＜国内基準＞ （2003年度） （2004年度）

（注）上記は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。
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決算の状況（単体）

営業の概況

当期における業務上の大きなトピックといたしましては、第一に、他行振込手数料及びメ

ール送金サービスの「メルマネ」受取手数料の引き下げが挙げられます。これにより、これ

まで以上に手軽にイーバンク口座をご利用いただけるようにいたしました。第二には、「イ

ーバンクキャッシュカード」を導入いたしました。これにより、より多くのお客様にキャッシ

ュカード機能をご利用いただくことが可能となりました。また、ATM入金手数料については、

利用回数に制限なく無料とするなど、お客様にとって使いやすい料金体系といたしました。

第三に、セキュリティ対策を拡充いたしました。不正なりすましサイトによる「フィッシング」

対策のための「クイックログイン」サービスやキーワードによるサイト確認機能をリリースい

たしました。また、キャッシュカードの「スキミング」対策のためにパソコンや携帯電話の操

作でATM出金時間帯等を制限する「キャッシュカード出金のロック機能」をリリースいたし

ました。第四に、2004年10月にイーバンクシステム株式会社を設立いたしました。同社は

当社システム開発部門を引き継ぎ、開発環境を整備して外部から幅広く人材を受け入れ、

これまでの実績をもとにさらに新しい技術で最先端の次世代システム開発を推進していくこ

ととしております。また、これを機にオープン系のシステム開発ノウハウを他企業へ提供す

ることで、新たな事業機会の創出を行ってまいります。最後に、インターネット専業銀行と

して最速で、口座数（解約件数を除く累計口座開設承認数）が100万口座を突破しました。

これら新サービスのリリースに加え、銀行として初めておサイフケータイやEdyカードへ

のチャージ（入金）を可能にするサービスをリリースするなど、お客様にとって使い勝手が良

く、インターネットの特性を活かした先進的で利便性の高いサービスの開発を進めてまいり

ました。これらの取組に対して、ヤフー・インターネット・ガイドが主催するWeb of the Year

では3年連続で金融機関としてイーバンクが第1位を獲得するなど、多くの調査結果で高い

評価をいただきました。

以上の施策の結果、当期の業績は以下の通りとなりました。

預金は、口座数の順調な進捗に加え、2003年3月よりスタートし、2004年8月より導入し

た7年ものの定期預金（金利1.05％・税込）を含めた定期預金が残高の増加に寄与し、当期

末残高が2,644億89百万円（前年度末比67.38％増）となりました。預け金残高は、資産運用

方針に従って流動性・安全性に留意した結果、1,277億85百万円（前年度末比41.69％増）の
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当期末残高となりました。また前期に引き続き投資運用業務を本格化した結果、有価証券

は148億97百万円（前年度末比48.72％増）、買入金銭債権は216億32百万円（前年度末比

0.62％増）、金銭の信託は1,209億27百万円（前年度末比177.28％増）の当期末残高となりま

した。その他資産は、システム開発に伴うソフトウェア残高の増加、キャッシュカード発行

による未決済勘定の増加等を主要因として、73億90百万円（前年度末比96.72％増）となり

ました。なお、総資産残高は2,931億30百万円（前年度末比73.11％増）となっております。

経常収益は従来の決済業務収益に加え、クレジットカード発行に係る受取手数料、投資

事業による収入、ファイナンシャルアドバイザリー手数料等によって大幅に増収し、69億

11百万円（前期比141.19％増）となっております。一方、経常費用は、決済業務費用、資金

調達費用、営業経費の増加が主要因となり、73億36百万円（前期比34.24％増）となりました。

その結果、経常損失は4億24百万円（前期は29億58百万円の損失）となりました。

■ 主要な経営指標

経常収益

経常損失

当期純損失

資本金

発行済株式の総数

純資産額

総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

単体自己資本比率（国内基準）

配当性向

従業員数（期末現在）

677

4,164

4,284

12,336

271千株

3,335

15,597

11,602

 ＿

34

58.36％

＿

72人

2,865

2,599

2,958

21,064

424千株

9,638

169,453

158,013

 ＿

10,017

12.92％

＿

70人

（単位：百万円）

（2002年度） （2003年度）

6,911

424

461

28,550

556千株

24,160

293,130

264,489

 600

14,897

15.54％

＿

92人

（2004年度）

（注）単体自己資本比率（国内基準）は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。
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■ 貸借対照表

資産の部 負債の部

127,787

2

 127,785

21,632

120,927

14,897

6,641

1,300

1,874

 5,080

600

7,390

507

 60

 794

 2,290

1,145

 465

 21

145

 1,958

325

236

88

△ 430

90,297

115

 90,182

21,498

43,611

10,017

6,660

1,303

2,051

 1

―

3,756

204

 21

 324

 2,208

 732

81

 9

―

 174

416

 213

203

△ 144

169,453

現金預け金

 現金 

 預け金

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

 国債

 社債

 株式 

 その他の証券

貸出金

その他資産

 未決済為替貸

 前払費用

 未収収益

 ソフトウェア

 ソフトウェア仮払金

 還付未収源泉税

 還付未収消費税

 繰延ヘッジ損失

 その他の資産

動産不動産

 土地建物動産

 保証金権利金

貸倒引当金

資産の部合計

（単位：百万円）

264,489

52,454

 211,845

189

4,280

478

 88

2,081

 1,095

 4

 411

74

44

47

 152

 268,969

28,550

 7,806

7,806

△ 12,419

12,419

461

222

24,160

293,130

158,013

31,817

 126,164

30

1,619

236

―

 808

―

3

 440

―

 130

 37

145

159,815

 

 21,064

320

 320

△ 11,958

11,958

2,958

211

9,638

169,453

預金

 普通預金

 定期預金

 その他の預金

その他負債

 未決済為替借

 未払法人税等

 未払費用

 前受収益

 従業員預り金

 未払金

 金融派生商品

 その他の負債

賞与引当金

繰延税金負債

負債の部合計

資本の部

資本金

資本剰余金

 資本準備金

利益剰余金

 当期未処理損失

  当期純損失

株式等評価差額金

資本の部合計

負債及び資本の部合計

2003年度 2004年度
（2004年3月31日現在） （2005年3月31日現在）

2003年度 2004年度
（2004年3月31日現在） （2005年3月31日現在）

motomura215
293,130
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（注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株

式及び関連法人等株式については移動平均法による原価

法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決

算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として

移動平均法により算定）、時価のないものについては移

動平均法による原価法により行っております。なお、そ

の他有価証券の評価差額については、全部資本直入法に

より処理しております。

3. その他保有目的の金銭の信託において信託財産を構成して

いる有価証券の評価は、上記2.と同じ方法により行っており

ます。運用目的の金銭の信託において信託財産として運用

されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

4. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

5. 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物（建物附

属設備を除く。）については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　50年

動産　3年～20年

6. 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。

7. 新株発行費は支出時に全額費用として処理しております。

8. 外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算

額を付しております。

9. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、

次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の

検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する

実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員

会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債

権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、

合理的に算出した予想損失率等に基づき引き当ててお

ります。破綻懸念先債権に相当する債権については、

債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める

額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先

債権に相当する債権については、債権額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除した残額を引き当てております。すべての債権は、

資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の

下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査

定結果により上記の引当を行っております。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるた

め、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に

帰属する額を計上しております。

10. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

11. ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建有価証券

（3）ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的

で為替予約取引を行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎に判断しております。

（5）その他リスク管理の方法のうちヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規定に基づき取引を行

っております。

12. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税

等は当期の費用に計上しております。

13. 子会社の株式総額100百万円

14. 子会社に対する金銭債権総額6百万円

15. 子会社に対する金銭債務総額218百万円

16. 動産不動産の減価償却累計額117百万円

17. 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機等の

一部については、リース契約により使用しております。

18. 旧商法第341条ノ8に規定する新株引受権付社債（商法等

の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）附則第8

条の規定にもとづき、この法律の施行後も従前の例によ

ることとされている新株引受権付社債）に関して新株引受

権の内容は次のとおりであります。

対象となる株式の種類

普通株式

対象となる株式の総数

4千株

  新株の発行価額（行使価額）

65,000円



19. 1株当たりの純資産額　　43,503円36銭

20. 商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付したこと

により増加した純資産額は、70百万円であります。

21. 商法施行規則第92条に規定する「貸借対照表上の純資産

額から株式等評価差額金を控除した金額」から「資本金、

資本準備金及び利益準備金の合計額」を差し引いた資本

の欠損の額は12,419百万円であります。

22. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとお

りであります。これらには、「国債」「社債」「株式」「その

他の証券」が含まれております。

満期保有目的の債券で時価のあるもの

その他有価証券で時価のあるもの

なお、上記の評価差額から繰延税金負債64百万円を差し

引いた額94百万円が、「株式等評価差額金」に含まれてお

ります。

23. 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

24. 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

25. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照

表計上額は、次のとおりであります。

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

子会社・子法人等

その他

貸借対照表計上額

100

335

（単位：百万円）

その他有価証券

売却額

112

売却益の合計額

1

売却損の合計額

52

（単位：百万円）

株 　 　 式

債 　 　 権

 国　　債

 地 方 債

 短期社債

 社　　債

そ  の  他

合　　　計

271

7,699

6,399
＿

＿

1,299

4,284

12,255

319

7,738

6,437
＿

＿

1,300

4,357

12,415

48

38

38
＿

＿

0

72

159

48

38

38
＿

＿

0

74

161

＿

＿

＿

＿

＿

＿

1

1

（単位：百万円）

取得原価 貸借対照表
計上額 評価差額 うち益 うち損

203
＿

＿

＿

＿

203

204
＿

＿

＿

＿

204

0
＿

＿

＿

＿

0

0
＿

＿

＿

＿

0

＿

＿

＿

＿

＿

＿

（単位：百万円）

時　価貸借対照表
計上額 差　額 うち益 うち損

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

そ の 他

合 計

その他有価証券

26. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の

債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

27. 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

運用目的の金銭の信託

満期保有目的の金銭の信託

該当事項はありません

その他の金銭の信託

なお、上記の評価差額から繰延税金負債87百万円を差し

引いた額128百万円が、「株式等評価差額金」に含まれて

おります。

28. 従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿

名組合のうち投資事業有限責任組合に類するものの出資

持分は、「その他の資産」に含めて表示しておりましたが、

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日

法律第97号）により当該出資持分が証券取引法上の有価

証券と定義されたことに伴い、当期から「その他の証券」

に含めて表示しております。

106,598

106,814

216

216
＿

（単位：百万円）

取 得 原 価

貸借対照表計上額

評 価 差 額

 う ち 益

 う ち 損

14,113

△152

（単位：百万円）

貸借対照表計上額

当期の損益に含まれた評価差額

債 　 　 権

 国　　債

 地 方 債

 短期社債

 社　　債

そ  の  他

合　　　計

2,100

1,100
＿

＿

1,000
＿

2,100

5,758

5,458
＿

＿

300

600

6,358

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

3,758

3,758

（単位：百万円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

非上場株式（店頭売買株式を除く）

その他

貸借対照表計上額

1,120

723

（単位：百万円）

・32・



・33・

経常収益 
 資金運用収益
  貸出金利息
  有価証券利息配当金
  預け金利息
  その他の受入利息
 役務取引等収益
  受入為替手数料
  その他の役務収益
 その他業務収益
  国債等債券売却益
  外国為替売買益
  その他の業務収益
 その他経常収益
  株式等売却益
  金銭の信託運用益
  その他の経常収益
経常費用
 資金調達費用
  預金利息
 役務取引等費用
  支払為替手数料
  その他の役務費用
 その他業務費用
  外国為替売買損
 営業経費
 その他経常費用
  貸倒引当金繰入額
  株式等売却損
  金銭の信託運用損
  その他の経常費用
経常損失
特別損失
 動産不動産処分損
 ソフトウェア除去損
 その他の特別損失
税引前当期純損失
法人税、住民税及び事業税
当期純損失
前期繰越損失
当期未処理損失

  2,865
 257
 ＿

 21
 3
 231
 1,816
 189
 1,626
 59
 27
 ―
 32
 732
 66
 664
 1
  5,465
 648
 648
 332
 158
 174
 ―
 ―
 4,195
 288
 129
 ―
 ―
 159
  2,599
  350
 243
 ―
 106
  2,950
  8
  2,958
  8,999
  11,958

  6,911
 769
 31
 22
 1
 713
 1,193
 256
 937
 39
 ―
 15
 24
 4,908
 1
 2,710
 2,195
  7,336
 1,269
 1,269
 660
 304
 355
 20
 20
 4,691
 695
 298
 52
 179
 165
  424
  28
 ―
 28
 ―
  453
  8
  461
  11,958
  12,419

（単位：百万円）
2003年度 2004年度

（2003年4月1日～2004年3月31日） （2004年4月1日～2005年3月31日）

（注）1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 1株当たりの当期純損失　　984円60銭

■ 損益計算書
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■ 損失処理計算書

■ 監査証明

当期未処理損失

次期繰越損失

11,958

11,958

12,419

12,419

（単位：百万円）
2003年度 2004年度

（株主総会承認日 2004年6月24日） （株主総会承認日 2005年6月29日）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2004年4月1日～2005年3月31日会計期間の貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書に

つきましては、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第2条の規定に基づき中

央青山監査法人の監査を受けております。
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損益の状況

■ 粗利益

△ 390

1,483

59

1,152

1.42％

△ 499

533

19

52

0.02％

資金運用収支

役務取引等収支

その他業務収支

業務粗利益

業務粗利益率

（単位：百万円）

（2003年度） （2004年度）

■ 業務純益

△ 3,172 △ 4,936業務純益

（単位：百万円）

（2003年度） （2004年度）

（注）業務粗利益率は業務粗利益の年度換算額を資金運用勘定平均残高で除して算出しております。

■ 資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り

国内業務部門 資金運用勘定

 　うち有価証券

 　うち預け金

 資金調達勘定

 　うち預金

国際業務部門 資金運用勘定

 　うち有価証券

 　うち預け金

 資金調達勘定

 　うち預金

合計 資金運用勘定

 　うち有価証券

 　うち預け金

 資金調達勘定

 　うち預金

80,744

6,616

66,033

90,904

90,898

ー

ー

ー

ー

ー

80,744

6,616

66,033

90,904

90,898

60,456

11,054

27,508

200,078

200,071

ー

ー

ー

ー

ー

60,456

11,054

27,508

200,078

200,071

253

21

0

648

648

ー

ー

ー

ー

ー

253

21

0

648

648

830

22

1

 1,269

1,269

ー

 　ー

 　ー

 ー

ー

830

22

1

1,269

1,269

0.31

0.32

0.00

0.71

0.71

ー

ー

ー

ー

ー

0.31

0.32 

0.00

0.71

0.71

1.37

0.20

0.00

 0.63

0.63

ー

ー

ー

ー

ー

1.37

0.20 

0.00

0.63

0.63

（単位：百万円）

平均残高 利息 利回り（％）
（2003年度） （2003年度）（2004年度） （2004年度） （2003年度）（2004年度）
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（2003年度）（2004年度）

残高による増減

利率による増減

純増減

残高による増減

利率による増減

純増減

137

112

250

467

174

641

195

320

515

683

△ 62

620

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

137

112

250

467

174

641

195

320

515

683

△ 62

620

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

受
取
利
息

支
払
利
息

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しています。

■ 受取利息・支払利息の分析

（2003年度）（2004年度）

役務取引等収益

役務取引等費用

1,816

332

1,193

660

＿

＿

＿

＿
1,816

332

1,193

660

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

■ 役務取引の状況

（2003年度）（2004年度）

その他業務収益

その他業務費用

59
＿

39

20

＿

＿

＿

＿
59
＿

39

20

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

■ その他業務の状況
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505

―

70

649

703

509

30

4

22

228

295

10

61

694

408

4,195

574

―

77

750

659

437

46

5

18

270

201

9

230

625

784

4,691

給料・手当

退職給付費用

福利厚生費

減価償却費

土地建物機械賃借料

営繕費

消耗品費

給水光熱費

旅費

通信費

広告宣伝費

諸会費・寄付金・交際費

租税公課

業務委託費

その他

合計

（単位：百万円）

（2003年度） （2004年度）

■ 営業経費の内訳
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■ 利益率

総資産経常利益率

資本経常利益率

総資産当期純利益率

資本当期純利益率

－

－

－

－

－

－

－

－

（単位：％）

（2003年度） （2004年度）

（注）2003年度・2004年度とも、経常損失、当期純損失となったため、利益率はいずれも記載しておりません。

■ 利鞘

（2003年度）（2004年度）

0.31

5.32

△ 5.01

1.27

2.97

△ 1.70

＿

＿

＿

＿

＿

＿

0.31

5.32

△ 5.01

1.27

2.97

△ 1.70

（単位：％）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

資金運用利回り

資金調達原価

総資金利鞘
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業務の状況

■ 預金科目別残高

＜期末残高＞

（2003年度）（2004年度）

流動性預金

定期性預金

 うち固定自由金利定期預金

 うち変動自由金利定期預金

その他

計

譲渡性預金

合計

31,848

126,164

126,164
＿

＿

158,013
＿

158,013

52,643

211,845

211,845
＿

＿

264,489
＿

264,489

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

31,848

126,164

126,164
＿

＿

158,013
＿

158,013

52,643

211,845

211,845
＿

＿

264,489
＿

264,489

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

＜平均残高＞

（2003年度）（2004年度）

流動性預金

定期性預金

 うち固定自由金利定期預金

 うち変動自由金利定期預金

その他

計

譲渡性預金

合計

15,577

75,321

75,321
＿

＿

90,898
＿

90,898

38,365

161,705

161,705
＿

＿

200,071
＿

200,071

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

15,577

75,321

75,321
＿

＿

90,898
＿

90,898

38,365

161,705

161,705
＿

＿

200,071
＿

200,071

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）
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■ 定期預金残存期間別残高

3ヶ月未満
3ヶ月以上
6ヶ月未満

6ヶ月以上
1 年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合　計

固定自由金利定期預金

変動自由金利定期預金

合計

3,522
＿

3,522

7,020
＿

7,020

11,074
＿

11,074

151
＿

151

60,707
＿

60,707

43,688
＿

43,688

126,164
＿

126,164

（単位：百万円）

（2004年3月末）

3ヶ月未満
3ヶ月以上
6ヶ月未満

6ヶ月以上
1 年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合　計

固定自由金利定期預金

変動自由金利定期預金

合計

6,748
＿

6,748

10,235
＿

10,235

26,563
＿

26,563

57,693
＿

57,693

22,024
＿

22,024

88,580
＿

88,580

211,845
＿

211,845

（2005年3月末）

■ 貸出金科目別残高

＜期末残高＞

＜平均残高＞

（2003年度）（2004年度）

手形貸付

証書貸付

割引手形

当座貸越

合計

＿

＿

＿

＿

＿

＿

263
＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

263
＿

＿

＿

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

（2003年度）（2004年度）

手形貸付

証書貸付

割引手形

当座貸越

合計

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600
＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600
＿

＿

＿

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）
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■ 貸出金残存期間別残高

■ 貸出金業種別内訳
2004年度の貸出金は不動産業向け貸出債権の譲受によるものです。

期間の定め
のないもの

1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下1年以下 合　計

2003年度 貸出金

 うち変動金利

 固定金利

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

2004年度 貸出金

 うち変動金利

 固定金利

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600
＿

600

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600
＿

600

（単位：百万円）

■ 貸出金使途別内訳

設備資金

運転資金

合計

＿

＿

＿

600
＿

600

（2003年度） （2004年度）

（単位：百万円）

■ 中小企業等に対する貸出金

貸出金残高

総貸出に占める割合

＿

＿
600

100％

（2003年度） （2004年度）

（単位：百万円）
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■ 貸出金担保別内訳

有価証券

債権

商品

不動産

その他

小計

保証

信用

合計

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600

600

（2003年度） （2004年度）

（単位：百万円）

■ 支払承諾内訳
該当ありません。

■ 支払承諾見返の担保別内訳
該当ありません。

■ 特定海外債権残高
該当ありません。

■ 預貸率

（2003年度）（2004年度）

期末残高

期中平均

＿

＿
0.22

0.13

＿

＿

＿

＿

＿

＿
0.22

0.13

（単位：％）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）



・43・

■ 貸倒引当金内訳

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

132

12
＿

430
＿

＿

（2003年度） （2004年度）

（単位：百万円）

■ 貸出金償却額
該当ありません。
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■ 有価証券の時価情報

（単位：百万円）

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式

債券

その他

合計

749

7,736

0

8,485

1,084

7,756

1

8,842

334

20

1

356

334

23

1

359

＿

3
＿

3

（単位：百万円）

（2003年度）

貸借対照表計上額 時　価 評価差額 うち益 うち損

国債 207 207 0 0 ＿

（2003年度）

（単位：百万円）

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式

債券

その他

合計

271

7,699

4,284

12,255

319

7,738

4,357

12,415

48

38

72

159

48

38

74

161

＿

＿

1

1

（単位：百万円）

（2004年度）

貸借対照表計上額 時　価 評価差額 うち益 うち損

国債 203 204 0 0 ＿

（2004年度）

その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券で時価のあるもの

満期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券で時価のあるもの
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■ 株式等評価差額金

その他有価証券評価差額金

　うち繰延税金負債

　うち評価差額金

356

145

211

375

152

222

（単位：百万円）

（2003年度） （2004年度）

貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

■ 金銭の信託の時価等情報

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

43,611 43,611 ＿ ＿ ＿

（単位：百万円）

（2003年度）

（2004年度）

＜その他の金銭の信託＞

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

106,598 106,814 216 216 ＿

（単位：百万円）＜その他の金銭の信託＞

該当ありません。

（2003年度）

＜運用目的の金銭の信託＞

貸借対照表計上額 当期の損益に
含まれた時価差額

14,113 △ 152

（単位：百万円）

（2004年度）

＜運用目的の金銭の信託＞
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■ 有価証券残高

＜期末残高＞

＜平均残高＞

（2003年度）（2004年度）

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

合計

4,846
＿

718

1,052

0

6,616

6,625
＿

1,301

1,860

1,268

11,054

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

4,846
＿

718

1,052

0

6,616

6,625
＿

1,301

1,860

1,268

11,054

（単位：百万円）

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

（2003年度）（2004年度）

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

合計

6,660
＿

1,303

2,051

1

10,017

6,641
＿

1,300

1,874

5,080

14,897

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

6,660
＿

1,303

2,051

1

10,017

6,641
＿

1,300

1,874

5,080

14,897

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

■ デリバティブ取引情報

該当ありません。

（2003年度）

区分

種類

契約額等

時価

評価損益

合計

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

（2004年度）

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
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■ 商品有価証券平均残高
該当ありません。

■ 銀行法に基づくリスク管理債権

■ 預証率

（2003年度）（2004年度）

期末残高

期中平均

6.33

7.27

5.63

5.52

＿

＿

＿

＿
6.33

7.27

5.63

5.52

（単位：％）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2003年度）（2004年度） （2003年度）（2004年度）

（単位：百万円）

国債

地方債

社債

その他

合計

5,458
＿

300

600

6,358

1,100
＿

1,000
＿

2,100

＿

＿

＿

3,758

3,758

＿

＿

＿

＿

＿

1年以内 1年超
5年以内

10年超5年超
10年以内

■ 有価証券残存期間別残高

破綻先債権額

延滞債権額

3ヶ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

―

―

―

―

―

（2003年度）

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

（2004年度）
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■ 単体自己資本比率

基本的項目  （Ａ）

補完的項目
 一般貸倒引当金 

 　うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目
 他の金融機関の資本調達手段の （Ｃ）

 意図的な保有相当額

自己資本額 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ） （Ｄ）

 資産（オン・バランス）項目 

リスク・アセット等 オフ・バランス項目 

 計 （Ｅ）

自己資本比率（国内基準） = 
（Ｄ） 

×  100

    
（Ｅ）

9,638

132

 　132

＿

9,770

 75,571
＿

75,571

12.92％

23,937

430

 　430

＿

24,367

 156,732

46

156,779

15.54％

（単位：百万円）

＜国内基準＞ （2003年度） （2004年度）

（注）上記は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。

■ 金融再生法に基づく資産査定

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

―

―

―

―

―

（2003年度）

―

―

―

600

600

（単位：百万円）

（2004年度）
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開示規定項目一覧表

本誌は、銀行法第21条に基づき銀行法施行規則第19条の2及び19条の3に定められた開示項目を以下のページに記載しております。
当社は、銀行業務を2001年7月23日に開始しております。平均残高につきましては、銀行業務開始後の計数を記載しております。

■ 銀行法施行規則に基づく開示項目
単体情報

銀行の概況及び組織に関する事項

経営の組織  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6

大株主一覧  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5

役員一覧  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7

営業所の名称・所在地  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5

主な業務の内容  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15

主な業務に関する事項

営業の概況  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 28･29

業務指標

（主な経営指標）

資本金・発行済株式数・経常収益・経常損失・

当期純損失・純資産額・総資産額・預金残高・

貸出金残高・有価証券残高・単体自己資本比率・

配当性向・従業員数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29

（主要な業務の状況を示す指標）

業務粗利益、業務粗利益率  . . . . . . . . . . . . . 35

資金運用収支  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35

役務取引等収支  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36

その他業務収支  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36

資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、

利息、利回り . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35

総資金利鞘  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38

受取利息・支払利息の増減  . . . . . . . . . . . . . 36

総資産経常利益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38

資本経常利益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38

総資産当期純利益率 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38

資本当期純利益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38

（預金に関する指標）

預金科目別残高・平均残高  . . . . . . . . . . . . . 39

定期預金の残存期間別残高  . . . . . . . . . . . . . 40

（貸出金に関する指標）

貸出金残高・平均残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . 40

貸出金残存期間別残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . 41

貸出金担保別残高及び支払承諾見返額  . . . . . . . 42

貸出金使途別残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 41

貸出金業種別残高及び貸出金の総額に占める割合 . . . . 41

中小企業向貸出残高及び貸出金の総額に占める割合  . . 41

特定海外債権残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42

預貸率期末値及び期中平均値  . . . . . . . . . . . 42

（有価証券に関する指標）

商品有価証券種類別平均残高  . . . . . . . . . . . 47

有価証券種類別残存期間別残高 . . . . . . . . . . 47

有価証券種類別平均残高  . . . . . . . . . . . . . . . 46

預証率期末値及び期中平均値  . . . . . . . . . . . 47

業務の運営に関する事項

リスク管理体制  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 16･17･18

法令遵守体制  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 19

財産の状況

貸借対照表  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30

損益計算書  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 33

損失処理計算書  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34

破綻先債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47

延滞債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47

3ヶ月以上延滞債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47

貸出条件緩和債権額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47

単体自己資本比率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 48

有価証券の時価情報 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 44

金銭の信託、デリバティブ取引情報  . . . . . . 45･46

貸倒引当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 43

貸出金償却額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 43

商法による監査証明 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34

連結情報

営業の概況  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9・10･11

主要な経営指標  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 20

主要な事業の内容・組織の構成 . . . . . . . . . . . . . . 8

子会社等に関する情報  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8

連結貸借対照表  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21

連結損益計算書  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23

連結剰余金計算書  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 24

セグメント情報  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26

連結自己資本比率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 27

破綻先債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25

延滞債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25

3ヶ月以上延滞債権額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25

貸出条件緩和債権額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25
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2004年度決算公告（写）

銀行法第20条に基づいて、平成17年6月30日に下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。
なお、同法第21条第1項及び第2項の規定により、決算公告（写）を本誌に掲載しています。

訂正公告（写）

平成17年8月4日に下記の決算の訂正
を新聞紙上に公告いたしました。



●古紙配合率100％再生紙･大豆油インキ使用

〒100-0011 東京都千代田区内幸町1-1-7 大和生命ビル

http://www.ebank.co.jp

イーバンク銀行のCSRについて

イーバンク銀行はネット専業銀行としてのCSR（企業の社会的責任）に

取り組むことで、お客様、株主、取引先、社員等のステークホルダーに対

して、当社の果たすべき責任を明確にし、より良い関係を築いていくこと

を目標にしております。

これまでにも、国内外の災害に対する義援金口座の開設や、安心してイー

バンク口座をご利用いただくための様々なセキュリティサービスの提供、

ウェブサイトやeメールを活用したお客様への迅速な情報提供等を続けて

まいりました。

イーバンク銀行は今後も継続的に発展を遂げられるよう、CSRを追求し、

企業価値の向上に努めてまいります。




